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6． 再生可能エネルギー・蓄エネルギー 

太陽光、風力、地熱などの再生可能エネルギーの活用はサンシャイン計画以来、既に多く

の研究開発投資が実施され、社会導入されている。しかしながら、国内では発電単価が火力

発電などと比較してまだ高価であることに加え、国内の再生可能エネルギーの適地が限定

的であるという問題もある。再生可能エネルギーは、脱炭素化のため、一次電源となるだけ

なく、CO2フリー水素の製造や電化技術と組み合わせることにより、産業分野などでの化石

燃料利用を減少させることに貢献し得るため、課題を克服し導入を拡大することが求めら

れている。 
再生可能エネルギーの形態としては、世界的に太陽光発電、風力発電の普及が進んでいる

が、これらは、水力発電や地熱発電と異なり出力が変動する点に留意が必要となる。本検討

会では、太陽光・風力のような変動する再生可能エネルギーの大量導入に向けて、安定した

電力供給のため、より柔軟な系統運用に加えて、技術の観点から、如何にして適切な量の調

整力を確保できるかという点に着目をして検討を行った。 

 

図 6-1 再生可能エネルギー電源の出力変動例 
出所：経済産業省（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 

 
現在、国内では、揚水発電の他、火力発電が調整力としての機能を担っているが、今後は

調整力の脱炭素化も重要になってくる。 調整力を効率的に調達するため、需給調整市場の

導入に向けた検討も進められている。将来的には、系統で受け入れきれない再生可能エネル

ギー由来の電力を貯蔵するなど、得られた再生可能エネルギーの最大限の活用も必要とな

ってくる。 

 
図 6-2 揚水・火力発電の調整力としての活用イメージ（九州エリア） 

出所：資源エネルギー庁（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会検討会 
資料 4） 
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図 6-3 電力価値変化の方向性 

出所：経済産業省（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 
 
近年は、周波数調整力の重要性が認識され始めている。その一つの契機となったのが、

2016 年 9 月に発生した南オーストラリア州での大停電である。50 年に 1 度レベルのストー

ムにより送電線事故が発生し、事故当日の電源構成は約半分が風力という状況であった。同

期発電機の保有する慣性力が少ないことから、想定を上回る速度で周波数が低下したこと

が全州停電に至った主要因として報告されている。 
 

 

図 6-4 南オーストラリア州での停電事例 
出所：NEDO（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 9） 

 

出所：経済産業省「次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの在り方研究会」、東京電力「低炭素化に向けた電力システムの方向性と課題」

※BER：大規模系統電源
DER：分散型電源
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以上の背景をもとに、再生可能エネルギー大量導入に向けた課題と必要とされる打ち手

を整理すると、再生可能エネルギー大量導入に向けては、より柔軟な系統運用に加え、様々

な調整力が必要である。現在我が国においては、主に火力発電や揚水発電により調整力を確

保している。調整力の脱炭素化に向け、今後は蓄エネルギーによる調整力確保を中心に、再

生可能エネルギーを最大限活用するための火力動特性向上、DR・VPP による需要側におけ

る調整力確保が重要となる。加えて、容量市場や需給調整市場の立ち上がりも含め、系統で

受け入れきれない再生可能エネルギーを貯蔵して売却するなど、得られた再生可能エネル

ギーの最大限の活用も再生可能エネルギー投資を拡大する上では重要となる。 
世界においても、再生可能エネルギーの普及に向けて技術開発の重要性が指摘されてお

り、国際再生可能エネルギー機関(IRENA)は、デジタルテクノロジーを組み合わせた蓄電池

や需要家の電化などが必要と主張している。 
 

 

図 6-5 再生可能エネルギー大量導入に向けた課題 
出所：経済産業省（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 
 

 

図 6-6 国際再生可能エネルギー機関(IRENA)が挙げる再生可能エネルギー普及に重要な技術  
出所：経済産業省（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 
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6.1.1 ポテンシャル・実用化評価 

（蓄エネルギー技術） 
蓄エネルギー技術は多様な用途での活用が期待されている。用途一覧と必要な性能など

を整理すると、蓄エネルギー技術の用途先は様々であり、そこで必要とされる応答時間や出

力も用途ごとに異なる。今後は特に、調整力となるΔkW のニーズが高まると想定され、応

答時間が短い領域の調整力を兼ね備えた蓄エネルギー技術が必要とされる。 
 

 

図 6-７ 蓄エネルギー技術の活用が期待される主要な用途先 
出所：Deloitte（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-2） 
 
蓄エネルギー技術の特性一覧からは、現時点においては揚水発電の蓄エネルギーコスト

が最も安いことが分かる。将来的には、リチウムイオン電池、NaS 電池、レドックス・フロ

ー電池、水素、蓄熱、圧縮空気貯蔵(CAES)などの適用も検討されている。また、コスト以外

の特性として、導入規模、エネルギー密度、サイクル効率、サイクル寿命などがあり、蓄エ

ネルギー技術ごとに長所および短所が存在することが分かる。 
それぞれの蓄エネルギー技術ごとに短所を克服するため、多くの研究開発・実証が行われ

てきているが、他の脱炭素技術同様、大規模社会導入にはコストが最大の課題と言われてい

る。将来的には現在稼働している揚水発電並みの低コストを実現する大規模な蓄エネルギ

ー技術の確立が求められる。 
 

提供価値 主要な用途先 必要な能力 応答時間
現在の主要調整場所 出力

形態
典型的な

設備出力(MW) 放電時間 実施回数
発電 送配電需要家

kWh

Seasonal storage 季節間の需給バランスを調整する day ● 電力・熱 500 - 2000 Days to
months

1 – 5 
per year

Arbitrage / Storage trades
安価な電力を調整し、高値で電力を

供給する（市場内・市場間）
> 1 hour ● 電力 100 - 2000 8 - 20 h 0.25 – 1 

per day

Combined heat and power
CHPにて蓄エネ技術を活用し、

熱と電力の需給バランスを調整する
< 15 min ● 熱 1 -5 min to h 1 – 10

per day

Waste heat utilization
廃熱利用設備で蓄エネ技術を

活用する
< 10 min ● 熱 1 -10 1 h – 1 day 1 – 20

per day

kW

Transmission & distribution 
(T&D) congestion relief 

送電線・配電線の一時的な混雑を
緩和する

> 1 hour ● 電力・熱 10 - 500 2 – 4 h 0.14 – 1.25
per day

T&D infrastructure 
investment deferral

送配電網の増強を一時的に
先延ばしにする

> 1 hour ● 電力・熱 1 - 500 2 – 5 h 0.75 – 1.25
per day

Demand shifting and peak 
reduction

需要シフトおよびピーク需要を
削減する

< 15 min ● 電力・熱 0.001 - 1 1 min – 1 h 1 – 29
per day

ΔkW

Non-spinning reserve
供給力不足時に電力を提供する

（指令から15分以上）
> 15 min ● 電力 10 - 2000 15 min - 2 h 0.5 – 2 

per day

Spinning reserve 
供給力不足時に電力を提供する

（指令から15分以内）
< 15 min ● 電力 10 - 2000 15 min - 2 h 0.5 – 2

per day

Load following
短時間での負荷変動に対応した

出力調整運転を行う
< 15 min ● 電力・熱 1 - 2000 15 min - 1 d 1 – 29

per day

Frequency regulation 連続的に需給バランスを調整する 1 min ● 電力 1 - 2000 1 – 15 min 20 – 40 
per day

Variable supply resource 
integration 

変動性電源の集積により、
供給力の変動を平滑化する

< 15 min ● 電力・熱 1 - 400 1 min – h 0.5 – 2
per day

Voltage support
送電・配電システム内で

電圧調整を行う
msec – sec ● 電力 1 - 40 1 sec -1 min 10 – 100

per day

非常時対応 Black start 
停電時に外部電力供給なしに

起動する
< 1 hour ● 電力 0.1 - 400 1 – 4 h < 1 per 

year
限定地域に対し
kWh, kW, ΔkW Off-grid

オフグリッドの消費者に対して、
需給調整する

< 1 hour ● 電力・熱 0.001 - 0.01 3 – 5 h 0.75 – 1.5 
per day

出所：IEA「Technology Roadmap Energy storage」

1 hour 以上15 min 以下1 min 以下

応答時間

回転系発電のシェア
低下による慣性力不足

VRE増加による
系統の不安定化

価値が高まる理由



40 
 

 

図 6-8 蓄エネルギー技術の特性一覧(NEDO) 
出所：NEDO（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 9） 
 

図 6-9 各電力貯蔵技術のコスト比較（プロジェクト費または建設費を基に計算） 

出所：NEDO（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 9） 
 
以下、蓄エネルギー技術として活用が進んでいる蓄電池の課題についてまとめる。例えば、

現在電気自動車に活用され、今後も更なる市場拡大・コストダウンが見込めるリチウムイオ

ン電池は、再生可能エネルギーの蓄エネルギー技術としても活用が始まっているが、現状で

は可燃性の電解液であることもあり、その設置に相当のスペースを占有する他、安全設計が

求められるため、設置場所についての制約が伴うといった課題が残っている。コストダウン

の観点では、今後大量に市場に出てくることが予想される中古品を如何に活用していくか

についても検討が必要とされている。 
 また、車載用蓄電池として活用・開発が進められているリチウムイオン電池、全固体電池

に加え、米国などでは定置用蓄電池のレドックス・フロー電池の低コスト化などに向けた研

究プロジェクトがいくつか立ち上がっている。 
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図 6-10 大規模蓄電池技術の比較 

出所：電力中央研究所（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 8） 
 
また、最近のトピックとして、近年蓄熱発電技術も注目されている点を挙げることができ

る。低コストでの蓄電が可能になるのではないかと期待されている。 

 

図 6-11 海外における蓄熱発電プロジェクトの概要 
出所：エネルギー総合工学研究所（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討 

会資料 11-1） 
 
（火力発電による調整力の確保） 
既存の火力発電は CO2 排出を伴うが、設備容量が豊富に存在するため、調整力が大きく、

調整力確保に係る投資が抑えられる可能性があるため、再生可能エネルギーに対応するた

めの調整力としての役割が増してきている。将来的には、CO2 排出を伴わない水素発電によ

る調整力が期待されている。 
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図 6-12 火力発電の調整力向上と再生可能エネルギー導入の拡大 
注釈：NEDO 「再生可能エネルギー大量導入時の電力系統安定化における火力発電の役割とガスタービ

ンの負荷変動吸収能力の向上による CO2削減効果に関する調査研究」（2016）成果から、軽負荷期
を想定した 1 日の需給バランスを比較（2030 年九州エリアの例）したもの 

出所：電力中央研究所（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 
 

 

図 6-13 既存の火力発電が果たしている需給調整機能 
出所：電力中央研究所（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 
 
発電タイプ別の調整力としては、火力発電の中で、比較的新しい設備であるガスタービン

コンバインド発電は汽力発電に比べ、負荷変動、最低出力、DSS、WSS の性能値が高く調整

力が高い。 

 

図 6-14 負荷変動能力の観点から火力発電による現状の調整力 
出所：電力中央研究所（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 8） 
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 部分負荷運転時の発電効率は、石炭火力は定格出力に対して 30%の負荷で運転すると発

電効率は約 20%低下し、GTCC は定格出力に対して 50%の負荷で運転すると発電効率は約

15%程度低下するといった特徴がある。部分不可運転時であっても発電効率の低下を最低限

にする技術開発が行われている。 

 

図 6-15 火力発電の部分負荷運転時の発電効率 
出所：電力中央研究所（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 
 
（需要側による調整） 

また、脱炭素社会を目指すに当たり、系統・発電側だけでなく、需要側の調整も期待され

ている。既に IoT 技術を駆使しつつ、VPP や DR といったエネルギーマネジメントの導入が

進んでいるところであり、今後 AI、ブロックチェーン技術などの活用も期待されている。

VPP とは、需要家側のエネルギーリソース（蓄電池や電動車、発電設備など）を IoT 技術に

より遠隔で統合制御し、あたかも一つの発電所のように機能させ、電力需給調整に活用する

技術である。VPP の取組は、我が国では実証事業が行われているところであるが、ドイツや

イギリスなど、既にビジネス化している事例も存在する。 

 

図 6-16 国外の VPP 動向① 
出所：Deloitte（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 2-2） 

 市場取引に参加するコストを削減できる
 計画と実績の差から生じるインバランスコストを削減できる

Wholesale Market
 スポット市場（EPEX）

 バランシング市場*1（TSO）

メイン売上
（市場取引）

VPP participants
（中規模：数百kWの再エネがメイン）

各電源を個別に遠隔制御し、
Next Pool の電源出力を調整

小水力
（¢20/kWh ）

太陽光
（¢10/kWh ）

風力
（¢8/kWh）

バイオガス
（¢12/kWh）

Next Pool

注）買取価格は例に過ぎない

再エネをメインにアグリゲート
 3,000以上（約2GW）の設備を接続

 発電事業者の代わりに市場取引を代行し、
マーケットプレミアム*2を稼ぐ

電源特性に合わせた市場取引を実施
 バランシング市場ではバイオガス・水力を取引

（出力増加・削減の両者が求められる）
 スポット市場では太陽光・風力を取引

Next Kraftwerkeの事業特徴

Next Poolの構築により出力を調整
 出力変動電源（太陽光・風力）と
安定電源（バイオガス・水力）の組合せ

により出力安定化が可能
 市場シグナルに合わせた出力制御が可能
・市場価格が高いとバイオガスの出力を増加

・市場価格が低いと蓄電やCHPの出力を抑制

A

B

C

*2：Feed-in Premium の価格と市場価格との差で
市場価格がFIP価格より低いと差分が補填される
市場価格がFIP価格より高い場合は差分の返還は不要

*1：Control Reserve （調整力確保）

Next Kraftwerke（ドイツ）のビジネスモデルと事業特徴

出所： 各種公開情報を基にDeloitte作成
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再生可能エネルギーによる発電抑制を極力抑えるため、余剰電力を機動的に活用する上

げ DR への注目も高まっている。我が国においても、2018 年 10~11 月にかけて、九州にお

いて電炉を利用した上げ DR 実証プロジェクトが実施された。 

 

図 6-17 上げ DR 実証を実施した生産プロセス例 
出所：経済産業省（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 2-1） 

 
今後、再生可能エネルギーの出力抑制増加が見込まれる中、電炉や電解合成など電力多

消費産業における上げ DR を用いることで、産業分野をはじめとした電化が有用な方策の

一つとなる。電炉の上げ DR はまだ数回の実証を完了した段階であるため、今後も検証を

積み重ね、課題を洗い出していくことが必要である。 
 

 

図 6-18 国外の上げ DR 動向（PG&E 保有する DR プログラム例） 
出所：Deloitte（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 2-2） 

6.1.2 実用化を見据えた長期的な研究開発等の方向性 

揚水並みの低コストを実現する大規模な蓄エネルギー技術の確立への対応として、例え

ば、今後需要増加が見込まれる電動車で価格低下が期待されるリチウムイオン電池や全固

体電池の活用の他、安価な材料を使ったレドックス・フロー蓄電池の開発などが期待される。 
 
 

供給

Automated Demand Response Program Excess Supply Pilot

取引容量：0.3-20.6MW/1回
年間発生頻度5-10回

 今後自動制御対象機器の増加により、DRの規模は拡大する

自動制御のため
通常よりも多め
の対価が顧客に

支払われる

 主に産業・業務の顧客がプログラムに参加している

年間取引容量：NA
年間発生頻度:24-84日 (1日当たり1-2回)

需要

上げDR

50Hz

家庭 産業・業務

無償のスマート
サーモスタット
(Honeywell製)
を空調機器に

取り付け自動制御

大型冷蔵庫や
ファン、

エレベーターを
自動制御

出所：PG&Eウェブサイト等を基にDeloitte作成

PG&E
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図 6-19 車載用蓄電池コストの低下のトレンドの強さ 
出所：NEDO（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 9） 
 
定置用蓄電池は、例えば 20 年といった長期運用の実績がない状態である。劣化評価技術

や電池交換技術の向上を実現しながら、長期運用の実績を積み上げる必要がある。車載用蓄

電池については、使用後の二次利用も想定できるため、このような劣化評価技術・残存価値

評価方法の標準化やその適正評価が必要とされている。さらには、資源のリサイクル利用を

進めることが肝要である。 

 

図 6-20 蓄電池の長期間運転での課題と方策 
出所：電力中央研究所（第 6 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会 資料 8） 
 
また、従前、低効率で着目されていなかった蓄熱や、低コストかつ低圧で充填・放出可能

な不燃性の水素吸蔵合金など水素を活用した蓄エネルギーのシステムなど、大規模かつ安

価に達成できる場合には、必ずしも電気でなくても、様々なエネルギー貯蔵の形態を追求す
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ることも重要である。その場合、エネルギー変換には損失が伴うという点からは、場合によ

っては、熱は熱として、水素は水素として、電気に戻さずに活用するという観点も必要であ

る。 
 
また、火力発電については、新設及び既設火力発電所の改修において、より短時間での出

力調整や部分負荷運転時の効率向上を図っていくことが重要である（将来的には水素発電

への適用も含み得る）。  

 

図 6-21 今後火力発電に求められる機能（GTCC の開発目標例） 
注釈：※定格出力 50 万 kW を想定 

出所：電力中央研究所（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 3-1） 
 

VPP の調整力向上に向けて最も重要な課題は制御性の高いリソースを拡大することであ

り、そのためには蓄電池の低コスト化が不可欠である。その他にも、秒単位の速い制御シス

テムの開発が必要であり、通信速度・データ処理速度の向上を実現する必要がある。また、

技術開発のみならず、将来的には多くの市民や企業を大規模に巻き込む必要があるため、制

度面の工夫や実証の積み重ねも併せて必要である。 

 

図 6-22 関西 VPP 実証プロジェクトの概要 
出所：関西電力（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 4-3） 
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上げ DR に関しては、今後も検証を積み重ね、課題を洗い出していくことが必要である。

現時点においては、電力会社の要請にどれだけ迅速に対応できるか、オン・オフに伴うエネ

ルギーロスをどこまで低減できるか、などの課題が想定されている。 
 
これに加え、電源の脱炭素化の取組と併せて、産業分野をはじめとした最終エネルギー消

費における電化は、一部の電力を多く消費する生産工程を機動的に運用することにより系

統安定化のための調整力となる可能性がある。また、適用に困難が伴う分野や工程もあるも

のの、加熱や乾燥工程など産業プロセスでの化石燃料消費を削減する可能性や、プロセスの

制御性を高めることにより、エネルギー消費の低減だけでなく、少量多品種生産・自動化と

いった生産プロセスへの付加価値の提供も期待される。 

 
図 6-23 産業プロセスの電化 

出所：経済産業省（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討資料 2-1） 
 

 

図 6-24 最終エネルギー消費の内訳と CO2 排出量 
出所：東京電力 HD 矢田部氏（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会 

資料 6） 
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これまで、ヒートポンプや効率的に加熱できる赤外線乾燥設備といったエネルギー効率

の高い設備や、作業環境を大きく改善できる金属加工用の誘導加熱設備などの付加価値を

生み出す設備の導入は一部進んでいる。より一層の電化を促進させるためには、一品一様で

高コストとなりやすい設備の低コスト化、電化によるプロセスやプロダクトの高付加価値

化など、技術面・経済面での課題克服が重要である。 

 

図 6-25 需要側の脱炭素化ポテンシャル 
出所：東京電力 HD 矢田部氏（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 6） 

 

図 6-26 産業セクターの脱炭素化ポテンシャル 
出所：東京電力 HD 矢田部氏（第 8 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 6） 
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7． パワーエレクトロニクス 

パワーエレクトロニクスは、パワー半導体を用いて、直流から交流への変換など、電圧や

電流、周波数を制御する技術である。パワーエレクトロニクスは、家電、鉄道、自動車、産

業用機器など、異なる要求特性をもつさまざまな製品群へ適用されている。省エネルギー効

果を最大限発揮させる上で、電力供給の上流から電力需要の末端までを支えるパワーエレ

クトロニクス機器を導入することが有効であり、パワーエレクトロニクス技術は、電気機器

の更なる省エネルギー化に繋がる横断的な技術である。 

 
図 7-1 パワーエレクトロニクスを適用した製品 

出所：文部科学省（第 7 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 2） 

7.1 ポテンシャル・実用化評価 

現在はシリコン（Si）が市場の９割以上を占めており、海外トップメーカーが更なる大口

径化によりシリコン半導体のより一層のコスト低減に取り組んでいるが、より高い耐圧が

求められる車載・産業用途や、より高速動作が求められる通信機器用途のために、シリコン

デバイスの新構造化技術や、炭化ケイ素（SiC）や窒化ガリウム（GaN）といった次世代パ

ワー半導体材料の開発が進められており、我が国においても世界トップレベルの顕著な成

果が創出されつつある。しかしながら、ウェハ製造にかかる費用は、SiC は Si の 10 倍強、

GaN は SiC の 10 倍以上と言われており 3、次世代パワー半導体材料はまだ製造コストが高

いという課題があり、大口径ウェハの製造プロセスや効率的な高品位結晶作製技術の開発

が進められている。 
 
さらに、パワーエレクトロニクスの省エネルギー性能を高めるため、パワーエレクトロニ

クスシステムについては、材料、デバイスのみではなく、周辺機器を含む汎用性のあるパワ

ーモジュールや磁性体、熱設計、ノイズ対策まで含めたトータルシステム設計が重要である。 
 

                                                        
3 SiC・GaN パワー半導体の最新技術・課題ならびにデバイス評価技術の重要性（筑波大学岩室憲幸、

2016 年）及び事業者ヒアリング。 
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図 7-2 磁性部品の材料特性と技術課題 

出所：首都大学東京 清水氏（第 7 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 8-4） 
 

 
図 7-3 冷却体の技術動向 

出所：東北大学 髙橋氏（第 7 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会 資料 7-4） 
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図 7-4 パワーエレクトロニクス機器の電磁ノイズに関する課題 

出所：首都大学東京 清水氏（第 7 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 8-4） 

7.2 実用化を見据えた長期的な研究開発等の方向性 

自動車の電動化、産業用機器の IoT 化、ワイヤレス給電、電力制御のスマート化など、ア

プリケーション分野を絞った研究開発を行い、その用途別に、トータルの設計がどうあるべ

きかを踏まえた上で、コスト、効率、信頼性、大きさなどを最適化して社会導入することが

必要である。また、低コスト化、標準化できる部分を切り出すなど、既存技術で低コスト化

を目指して導入を進めることも重要となる。加えて、機械式のブレーカーなど半導体を導入

可能だがまだ電化されていない領域を探すことも、省エネルギー技術の拡大につながる。 
今後開発すべき具体的な技術としては、電力を高効率に制御できる次世代半導体の研究

開発を推進するとともに、コスト低下に向けて、ウェハの大口径化や歩留まり改善、部品や

回路の共通化、標準化、大量生産技術の導入などに向けた取組の推進が求められる。また、

高機能化・高性能化に向けて、半導体のみならず、受動部品や実装技術などを含めた、パワ

ーエレクトロニクス機器全体にかかる基礎的研究開発を推進することも重要である。 

 
図 7-5 パワーエレクトロニクスの種類と用途 

出所：三菱電機（第 7 回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料 7-3） 
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8． 効果的な研究開発・実証支援に向けて 

最後に 2050 年以降の脱炭素化に向けたエネルギー・環境分野での研究開発・実証支援の

方向性についてまとめる。 
他の分野と同様に、本分野の研究開発においても、民間の知見・資金を最大限活用するこ

とを促しつつ、基礎研究や実現可能性調査などの段階では、幅広い技術シーズに着目し、そ

れらの中で成果の見込まれるものに重点化して、その先の実用化に向けた技術開発に挑戦

し、2050 年やその先を見据えての脱炭素社会の実現に向けて取り組んでいくことが求めら

れる。市場化に向けて技術レベル（Technology Readiness Level (TRL)）がどの段階であるの

かに関して、専門家の知見を活用しつつ、国としても客観的に評価した上で、資金面などに

おいて技術レベルに応じた適切な支援を行っていくための検討が必要である。その際、既に

化石資源を中心に利用した比較的安定な市場が確立している本分野では、特に「コスト」な

ど、ユーザーなどの立場・ニーズをより重視していかなければ、脱炭素化社会を実現してい

くことは困難である。科学的な価値観に基づく革新だけでなく、常に、ユーザーや未来社会

像の観点から、不必要な技術目標を追求していないか、スピード感をもって上市できるか、

精査することが求められている。 
これまで我が国では、本分野において、サンシャイン計画を始め、ムーンライト計画、

ニューサンシャイン計画などに基づき、多額の政府研究開発予算を投じてきている。太陽

光発電のように、長期の研究開発投資が実を結んだ技術もある一方、なかなか市場化に結

びつかない事例もあるが、技術課題の理解を含め、これまでの取組の蓄積を土台にしつ

つ、最新の科学的知見を継続的に取り入れ、研究開発・実証を継続する必要がある。その

際、これまでと全く異なるコンセプトでコストを含めた課題を一気に解決し得る非連続な

革新的技術と、革新的技術というイメージが薄い分野であっても、これまでの長期の研究

開発投資を踏まえ、確実に社会実装に向かうための短中期での開発を目指す技術との両面

を推進することが重要である。 
 
非連続な革新的技術探求の取組としては、これまで、2050 年の脱炭素化に向け、経済産

業省では、エネルギー・環境イノベーション戦略で示された分野を中心とした革新的な低炭

素技術シーズを探索・創出するため、2017 年より、未踏チャレンジ 2050 を開始した。2050
年頃に第一線で活躍しているような若手研究者を育成するため、大学などの研究者は 40 歳

未満の若手研究者を対象としている。また、文部科学省においても、2017 年より、未来社

会創造事業を開始し、2050 年に向けた CO2 大幅削減の目標からバックキャストした技術課

題を特定し、アカデミアの発想を活かしたハイリスク・ハイインパクトな研究開発を推進し

ている。両省では、COMMIT2050 として、研究の進捗に伴い学術的課題が生じた場合の橋

渡し、社会実装に近づいた研究課題の橋渡しをするなど連携してきたところである。今後と

も、2050 年に向けた長期的な研究開発については、優れた個人の着想を活かせるような研

究開発を促進する。 
これらを含め、国の研究開発事業において、社会やユーザーの立場から必要となる技術課

題を設定し、実現可能性調査の段階から、複線的な研究開発アプローチで技術間競争を促す

ような仕組みを検討していく。また、研究開発のステージが上がって、技術開発や実証事業

を実施していくうちに新たな課題が生じ、場合によっては、基礎研究にまで遡った対応が求

められることもある。上述のように経済産業省、文部科学省のみならず、関係府省庁の事業
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がより有機的に連携できる仕組みを整えることが重要である。 
 
また、地球温暖化という世界的な課題では、我が国にとどまらず世界から技術シーズを発

掘するため、ミッション・イノベーションなどを活用した国際共同研究、ジョイントコール

などによる国際共同研究の実施という観点も重要となる。 
 
更に、研究・技術開発に当たっては、コストや CO2 排出の LCA 分析により、その技術の

客観的ポテンシャルを評価していくことが重要である。現状においては、そもそも温室効果

ガス排出量の LCA 分析が行われていない場合が多いことに加え、仮に分析が行われていた

としても、コスト分析と温室効果ガス排出量の LCA 分析が別に実施され、比較分析も困難

である場合も多いことが実態である。前提条件を開示した上で、市場での普及までを見通し

た客観的なライフサイクルベースでの温室効果ガス削減効果の評価（LCA）の下に、技術選

択・開発の注力をしなければ本末転倒である。LCA 技術評価を通じた客観性の担保として、

研究開発における LCA 評価の要件化や LCA データベースの充実、LCA 技術評価の不確実

性の評価が考えられるが、どのように実行できるかは今後の検討課題である。データ不足と

各種不確実性などのため、CO2 排出量の LCA 分析は極めて大きな困難を伴うが、産学官の

様々なプレーヤーを巻き込んだ上で、分析内容を精査できる環境を整えることが重要であ

ると思われる。 
 
CO2 削減技術の普及のみならず、同技術の研究開発を活発化させるためにも、政府による

研究開発予算の確保や、企業の環境貢献の見える化などの CO2 削減技術導入インセンティ

ブも求められる。 
また、環境・エネルギーの分野では、研究開発段階では最先端にいても、商用化・産業化

の段階おいて、その立ち位置を簡単に覆されることがあると指摘されている。こうした事態

に陥らないよう、産業化に向けた方策の検討も必要となる。 
 
最後に、技術は人と同義であり、若手研究者を始めとした人材育成は、本分野でも最も重

要であると言える。環境・エネルギーに関する様々な分野における人材の育成、確保が重要

である。これらの人材を将来に渡って輩出するためには、長期的視点での人材育成を継続的

に取り組むことが望まれる。政府の研究開発支援事業においても、若手研究者の育成、技術

シーズの市場化の促進の強化の観点から、若手研究者に着目した事業の推進を図りつつ、そ

の際、若手研究者と経験を積んだ研究者や産業界などの情報交換の促進を継続的に進めて

いく。 
 
本検討会において、官民の投資を促進し、脱炭素技術の大規模な社会導入を実現するため、

脱炭素社会の実現に向けて、社会が求める技術の実用化・ポテンシャルを再評価し、ユーザ

ーからのニーズやボトルネック課題の抽出による見える化、現在検討されている技術によ

る到達可能性・限界を客観的に示してきたところであるが、今後とも、官民が継続して投資

すべき技術の精査、その研究開発の進め方の見直しなどを継続的に行っていくことが重要

である。 
 

以上 
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